
下水道事業会計予算及び予算に関する説明書



議案第２０号

（総則）

第１条 平成２６年度下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 人

（２） ㎥

（３） ㎥

（４）

管渠整備費 事業費

ポンプ場整備費 事業費

流域下水道建設負担金 事業費

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 下水道事業収益

第１項 営業収益

第２項 営業外収益

第３項 特別利益

第１款 下水道事業費用

第１項 営業費用

第２項 営業外費用

第３項 特別損失

第４項 予備費

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

第１款 資本的収入

第１項 企業債

第２項 分担金及び負担金 

第３項 国庫交付金

千円

千円

千円

平成２６年度四條畷市下水道事業会計予算

千円

95,424 千円

1,972,458

72,024 千円

1,270,646

8,400 千円

701,802

収 入

57,000

5,358,500

968,000

千円

主要な建設改良事業

田原処理場年間汚水処理水量

年 間 有 収 水 量

整 備 済 区 域 内 人 口

1,487,795

394,993

3,715

支 出

1,889,503 千円

千円

千円

千円

千円

収 入

662,183

618,200

千円

千円

3,000

に対し不足する額７１８，０２９千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
９，４７０千円、過年度分損益勘定留保資金３，６５４千円、当年度分損益勘定留保資金５６
９，１７４千円、減債積立金６０，０００千円、繰越利益剰余金処分額３３，９７２千円及び
当年度利益剰余金処分額４１，７５９千円で補てんするものとする。）。

10 千円

27,983

16,000



第１款 資本的支出

第１項 建設改良費

第２項 企業債償還金

第３項 予備費

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

（一時借入金）

第７条    一時借入金の限度額は、１，２００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）

（２）

（３）

限度額

資 本 費
平 準 化 債

千円

500,000

借入実行日から
償還完了日まで

流域下水道
整 備 事 業

目　的
据置期間

千円

回収不能元金、利息及びその延
滞利息

特 定 環 境
保 全 公 共
下 水 道
整 備 事 業

以内

財政の都合
により据置
期間及び償
還期限を短
縮し、若し
くは繰上償
還又は借り
換えをする
ことができ
る。

以内

四條畷市水洗便所改造資金融資あっせん
に基づく金融機関に対する損失補償

限度額

72,000

政府資
金、地方
公共団体
金融機構
資金又は
府資金若
しくはそ
の他金融
機関

千円

千円

1,380,212

起債の

資金区分

田原処理場運転管理及びマンホールポン
プ保守点検業務委託

平成27年度～平成29年度

起債の

事項 期間

千円

償還方法 その他償還期限

証書借入
又は

証券発行

３０年

1,000

千円

（債務負担行為）

営 業 費 用

営 業 外 費 用

116,000千円

公共下水道
整 備 事 業

年5.0%以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては当
該見直し後
の利率）

備考

千円

7,900

方　法
利率

償 還 の 方 法

175,848

1,203,364

支 出

特 別 損 失

５年 半年賦元利
均等又は年
賦元利均等
若しくは半
年賦元金均
等

38,300



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（他会計からの補助金）

第１０条 　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２５６，２０１千円である。

（利益剰余金の処分）

第１１条 　繰越利益剰余金３３，９７２千円及び当年度利益剰余金４１,７５９千円は、次のと

おり処分するものと定める。

（１） 千円

（たな卸資産購入限度額）

第１２条 　たな卸資産の購入限度額は、 ９７２千円と定める。

平成２６年３月３日　提出

大阪府四條畷市長 土　井　一　憲

57,691

減 債 積 立 金 75,731

職 員 給 与 費



予算に関する説明書



年度四條畷市下水道事業会計予算実施計画

目 予定額(千円) 備 考

1 下水道事業収益 1,972,458

1 営 業 収 益 1,270,646

下 水 道 使 用 料 717,700 下水道使用料

その他の営業収益 552,946 他会計負担金及び手数料

2 営 業 外 収 益 701,802

受取利息及び配当金 1 預金利息

他 会 計 補 助 金 256,201 一般会計からの補助金

長期前受金戻入 441,176 繰延収益の償却

3 特 別 利 益 10

過年度損益修正益 10 過年度損益修正益

目 備 考

1 下水道事業費用 1,889,503

1 営 業 費 用 1,487,795

管 渠 費 38,420 管渠等の維持管理に要する経費

業 務 費 42,371
下水道使用料等の調定、収納に要す
る経費

総 係 費 41,038
下水道事業の全般的な経費で他の
費目で計上していない経費

減 価 償 却 費 1,002,940 固定資産の減価償却費

資 産 減 耗 費 7,410 有形固定資産の除却費等

その他営業費用 10 雑支出

2 営 業 外 費 用 394,993
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

3 特 別 損 失 3,715

過年度損益修正損 301 過年度損益修正益

その他特別損失 3,414 賞与等引当金繰入額等

4 予 備 費 3,000

予 備 費 3,000 予備費

予定額(千円)

流 域 下 水 道
維 持 管 理 費

264,000

処 理 場 費

ポ ン プ 場 費

普 及 促 進 費 下水道の普及促進に要する経費934

372,963

雑支出

処理場の維持管理に要する経費

消費税及び地方消費税納付額

86,160

4,512 ポンプ場の維持管理に要する経費

30

項

寝屋川雁屋幹線利子負担金等雑 収 益 4,424

支 出

流域下水道施設の維持管理に要する
経費

22,000

企業債利息等

雑 支 出

平成２６年度四條畷市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収 入

款 項

款



目 備 考

1 資 本 的 収 入 662,183

1 企 業 債 618,200

企 業 債 618,200 企業債

分 担 金 及 び
負 担 金

負 担 金 27,983 下水道受益者負担金等

3 国 庫 交 付 金 16,000

国 庫 交 付 金 16,000 下水道整備に係る国庫交付金

目 備 考

1 資 本 的 支 出 1,380,212

1 建 設 改 良 費 175,848

ポンプ場整備費 8,400 ポンプ場工事費

建 設 負 担 金 72,024 流域下水道建設負担金

2 企業債償還金 1,203,364

企 業 債 償 還 金 1,203,364 企業債の元金償還金

3 予 備 費 1,000

予 備 費 1,000 予備費

95,424

2 27,983

資本的収入及び支出

支 出

収 入

款 項 予定額(千円)

管渠布設工事費等

款 項 予定額(千円)

管 渠 整 備 費



（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 74,972

減価償却費 1,002,940

固定資産除却費 7,400

引当金の増減額 4,080

貸倒引当金の増減 3,207

長期前受金戻入額 △441,176

受取利息 △1

支払利息及び企業債取扱諸費 372,963

業務活動に伴う未収金の増減額 21,054

業務活動に伴う未払金の増減額 19,784

その他（上記以外のもの） △1,324

小計 1,063,899

利息の受取額 1

利息の支払額 △372,963

業務活動によるキャッシュ・フロー 690,937

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得による支出 △166,009

国庫補助金等による収入 17,131

投資活動に伴う未収金等の増減額 △17,249

投資活動に伴う未払金等の増減額 △1,516

投資活動によるキャッシュ・フロー △167,643

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 618,200

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,203,364

出資等による収納 25,483

財務活動によるキャッシュ・フロー △559,681

資金増減額 △36,387

資金期首残高 77,931

資金期末残高 41,544

平成２６年度四條畷市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）



職員数の(   )内は、短時間勤務職員及び一般職非常勤職員を外書

375千円

H26.12～H27.3月　法定福利費引当金繰入額 375千円を含む

手当には、 1,905千円

H26.12～H27.3月　賞与引当金繰入額 1,905千円を含む

1 総 括

給 与 費

法定福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

退職給与金 合 計

（千円） （千円） （千円）

特別職 一般職区分

職 員 数

給 与 費 明 細 書

（千円）

報 酬 給　料 計手　当

30,126

資 本 勘 定
支 弁 職 員

6,705 1,800 38,631
( 2 )

3
4

1,148 17,218 11,760

3,147 0 19,060
( - )

0
2

0 7,447 15,9138,466

本

年

度

損 益 勘 定
支 弁 職 員

1,800 57,691
( 2 )

3
6

1,148 25,684 19,207 46,039 9,852合 計

28,848
前

年

度

38,953
( 3 )

3
4

2,107 17,042 9,699
損 益 勘 定
支 弁 職 員

6,205 3,900

資 本 勘 定
支 弁 職 員

7,410 15,789 3,085 0 18,874
( - )

0
2

0 8,379

25,421 17,109合 計 44,637 9,290 3,900 57,827
( 3 )

3
6

2,107

0
△ 959

比

較

損 益 勘 定
支 弁 職 員

0 500 △ 2,100 △ 322
(△1)

176 2,061 1,278

62 0 186
( - )

0
0

0 37 12487
資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計 1,402

法定福利費には、 H25.12～H26.3月　特別損失・賞与等引当金繰入額

△ 136
(△1)

0
0

△ 959 263

(千円) (千円)

地域手当 住居手当

△ 2,100

時 間 外
勤 務 手 当

2,098

H25.12～H26.3月　特別損失・賞与等引当金繰入額

829 668 377

特 殊 勤 務
手 当

562

管 理 職
手 当

期 末 勤 勉
手 当

(千円) (千円) (千円)

宿 日 直
手 当

(千円) (千円)

区分

(千円) (千円)

通勤手当

0本年度 3,905 720 11,101 4311,176

1,176前年度

手

当

の

内

訳

扶養手当

0819 668 362 3,905 648 9,100 431

0比 較 0 72 2,001 00 15010



昇給期別職員数

人事異動等に伴う増減分 職員数の異動状況

人

人

人

人

人

人

地域手当

通勤手当

管理職手当

2,001千円

そ の 他 の
増 減 分

増 減 額

(千円)

2 給料及び手当の増減額の明細

(千円)

増 減 事 由 別 内 訳

昇 給 に 伴 う
増 加 分

247

(昇給期) (職員数)

1月

(職員数)

263

手

当

前年度

本年度 6

6

増 減 0

3 給 料 及 び 手 当 の 状 況

区 分 企 業 職

平 均 年 齢 47歳1月

職員数の(   )内は、再任用職員を外書

（ 1 ） 職員１人当たり給与

平 成 26 年 1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 327,450円

平 均 給 与 月 額 386,834円

平 成 25 年 1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 323,783円

平 均 給 与 月 額 392,016円

平 均 年 齢 46歳1月

給

料
(1)

(1)

(0)

2,098

期末勤勉手当

72千円

10千円

15千円

説 明 備 考区 分

2,098

6人

16千円

16そ の 他 の
増 減 分



職員数の（　）内は、再任用職員を外書
1月1日実人数から3月31日退職者をのぞく

（ 2 ） 初 任 給

区 分 企 業 職 ( 円 )

一 般 会 計 の 制 度

行 政 職 ( 円 )

149,800

大 学 卒 178,800 178,800

高 校 卒 149,800

0 0.0

＊平成２６年１月１日現在

（ 3 ） 級 別 職 員 数

企 業 職
区分

級 職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )

( - )
１

33.3
( 1 ) ( 100.0 )

2 33.3
( - ) ( - )

( - ) ( - )

３
26

1 16.7
４

５
( - ) ( - )

0 0.0

( - ) ( - )
６

1 16.7

0.0
( - ) ( - )

７
0

年

1

月

1

日

現

在

0.0
( - ) ( - )

８
0

100.0
( 1 ) ( 100.0 )

計
6

平

成

１

２

1

1

16.7
( - ) ( - )

16.7

25
( 1 ) ( 100.0 )

３
2 33.2

年

1

月

1

日

現

在

( - ) ( - )

４
1 16.7

( - ) ( - )
0.0

( - ) ( - )
５

0

16.7
( - ) ( - )

６
1

0.0
( - ) ( - )

７
0

0.0
( - ) ( - )

８
0

100.0
( 1 ) ( 100.0 )

計
6

( - )
平

成
２

2



５ 課長代理の職務又はこれに相当する職務

（ 級 別 の 標 準 的 な 職 務 内 容 ）

級 企 業 職

１ ２級以上に格付けされない職員の職務

２ 特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職員の職務

３ 主査の職務

４ 主任の職務又はこれに相当する職務

（人） 6

６ 課長の職務又はこれに相当する職務

７ 次長の職務又はこれに相当する職務

８ 理事若しくは部長の職務又はこれらに相当する職務

本

年

度

職 員 数 （Ａ）

（ 4 ） 昇 給

区 分 企 業 職

6

0

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人）

号 給 数 別 内 訳

２号給 （人）

6

３号給 （人） 0

４号給 （人）

100.0

前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人）

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％）

6

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 6

0

３号給 （人） 0号 給 数 別 内 訳

２号給 （人）

４号給 （人） 6

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0



（ 5 ） 特 殊 勤 務 手 当

区 分 企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.0

６ 月
（ 月 分 ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ 平 成 ２ ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 )

（％） 14.3

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額

（円） 250

(1.125)

支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、
職 務 の
級等による加算措置

１ ２ 月
（ 月 分 ） （ 月 分 ）

備 考

有

(0.975) (1.125) (2.100)

前 年 度
1.90 2.05 3.95

一 般 会 計 の
制 度

（ ）内は、再任用職員

(0.975) (1.125) (2.100)

1.90 2.05 3.95
有

制 度 な し

（ 7 ） 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
20 年

勤続の者
（月分）

25 年
勤続の者
（月分）

35 年
勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

支 給 率 等

定年 27.025 36.57 52.44 52.44

52.44 52.44
定年前早期退職特例
措置(2%～ 45%加算)

勧奨 27.025 36.57

27.025 36.57 52.44 52.44 制 度 な し一 般 会 計 の
制 度

(支給率等 )

定年

定年前早期退職特例
措置(2%～ 45%加算)

勧奨 27.025 52.44 52.4436.57

1.90 2.05 3.95
本 年 度

支 給 期 別 支 給 率

（ ）内は、再任用職員有

（ ）内は、再任用職員

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 事故対策等応急作業従事手当

（ 6 ） 期末手当・勤勉手当

区 分

(0.975) (2.100)



差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当

（ 8 ） そ の 他 の 手 当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同 じ

地 域 手 当



国補助金 企業債 出資金 その他
千円 千円 千円 千円 千円

債務負担行為に関する調書

事    項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

左 の 財 源 内 訳

期   間 金  額 期   間

全額

千円 千円

平成26年度

回収不能
元金、利
息及びそ
の延滞利
息

金  額

平成3年度～
　平成25年度

28,973

四條畷市水
洗便所改造
資 金 融 資
あっせんに
基づく金融
機関に対す
る損失補償

回収不能
元金、利
息及びそ
の延滞利
息

平成23年度～
　平成25年度

0

23,095
平成5年度～
　平成25年度

52,947
平成26年度～
　平成34年度

23,095

平成4年度～
　平成25年度

107,751
平成26年度～
　平成33年度

41,433

8,361

公共下水道
寝屋川雁屋
幹線に伴う
平成2年度
面整備事業
費の寝屋川
市への負担
公共下水道
寝屋川雁屋
幹線に伴う
平成3年度
面整備事業
費の寝屋川
市への負担

平成26年度～
　平成32年度

8,361

41,433

田原処理場
運転管理及
びﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝ
ﾌﾟ保守点検
業 務 委 託

97,690
平成24年度～
　平成25年度

64,512

公共下水道
寝屋川雁屋
幹線に伴う
平成4年度
面整備事業
費の寝屋川
市への負担

37,334

149,184

76,042

33,178　平成26年度 33,178



（単位：千円）

 １　 営 業 収 益

(1) 下 水 道 使 用 料 662,514

(2) そ の 他 の 営 業 収 益 554,541 1,217,055

 ２　 営 業 費 用

(1) 管 渠 費 34,793

(2) 流 域 下 水 道 維 持 管 理 費 242,743

(3) 処 理 場 費 77,446

(4) ポ ン プ 場 費 4,126

(5) 普 及 促 進 費 800

(6) 業 務 費 48,539

(7) 総 係 費 35,364

(8) 減 価 償 却 費 558,102

(9) 資 産 減 耗 費 5,847

(10) そ の 他 営 業 費 用 0 1,007,760

209,295

 ３　 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 12

(2) 他 会 計 補 助 金 254,795

(3) 雑 収 益 5,826 260,633

 ４　 営 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 389,771

(2) 雑 支 出 5,176 394,947 △134,314

74,981

５ 特 別 利 益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 10

(2) そ の 他 特 別 利 益 7,841 7,851

６ 特 別 損 失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 648

(2) そ の 他 特 別 損 失 8,910 9,558 △1,707

73,274

20,698

93,972

平成２５年度四條畷市下水道事業予定損益計算書
（平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで）

営 業 利 益

経 常 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益



（単位：千円）

１ 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,956,197

ロ 建 物 764,764

減 価 償 却 累 計 額 15,084 749,680

ハ 構 築 物 31,411,299

減 価 償 却 累 計 額 2,244,221 29,167,078

ニ 機 械 及 び 装 置 620,509

減 価 償 却 累 計 額 56,912 563,597

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 845

減 価 償 却 累 計 額 406 439

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 11,884

減 価 償 却 累 計 額 10,222 1,662

ト 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 32,438,653

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 1,968,386

無 形 固 定 資 産 合 計 1,968,386

固 定 資 産 合 計 34,407,039

２ 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 77,931

(2) 未 収 金 150,792

(3) 貯 蔵 品 1,485

(4) そ の 他 流 動 資 産 80,297

流 動 資 産 合 計 310,505

資 産 合 計 34,717,544

平成２５年度四條畷市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成２６年３月３１日）

資 産 の 部



３ 固 定 負 債

(1) 企 業 債 3,391,320

(2) 引 当 金

イ 退 職 給 与 引 当 金 15,899

ロ 修 繕 引 当 金 20,000

引 当 金 合 計 35,899

固 定 負 債 合 計 3,427,219

４ 流 動 負 債

(1) 未 払 金 95,761

(2) そ の 他 流 動 負 債 80,711

流 動 負 債 合 計 176,472

負 債 合 計 3,603,691

５ 資 本 金

(1) 自 己 資 本 金 772,441

(2) 借 入 資 本 金

イ 企 業 債 13,282,024

借 入 資 本 金 合 計 13,282,024

資 本 金 合 計 14,054,465

６ 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,220,968

ロ 国 庫 補 助 金 5,691,780

ハ 府 補 助 金 283,812

ニ 市 補 助 金 1,700,885

ホ そ の 他 資 本 剰 余 金 3,067,971

資 本 剰 余 金 合 計 16,965,416

(2) 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余金 93,972

利 益 剰 余 金 合 計 93,972

剰 余 金 合 計 17,059,388

資 本 合 計 31,113,853

負 債 資 本 合 計 34,717,544

負 債 の 部

資 本 の 部



（単位：千円）

１ 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,956,197

ロ 建 物 764,764

減 価 償 却 累 計 額 151,208 613,556

ハ 構 築 物 31,489,626

減 価 償 却 累 計 額 4,888,926 26,600,700

ニ 機 械 及 び 装 置 634,102

減 価 償 却 累 計 額 334,355 299,747

ホ 車 両 運 搬 具 845

減 価 償 却 累 計 額 543 302

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 11,884

減 価 償 却 累 計 額 10,620 1,264

ト 建 設 仮 勘 定 1,246

有 形 固 定 資 産 合 計 29,473,012

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 1,879,823

無 形 固 定 資 産 合 計 1,879,823

固 定 資 産 合 計 31,352,835

２ 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 41,544

(2) 未 収 金 146,987

イ 貸 倒 引 当 金 △ 3,207 143,780

(3) 貯 蔵 品 2,375

(4) そ の 他 流 動 資 産 85,298

流 動 資 産 合 計 272,997

資 産 合 計 31,625,832

平成２６年度四條畷市下水道事業予定貸借対照表 （当年度分）

（平成２７年３月３１日）

資 産 の 部



３ 固 定 負 債

(1) 企 業 債
イ 建設改良費等 の財 源に

充 て る た め の 企 業 債 14,859,283

企 業 債 合 計 14,859,283

(2) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 17,699

ロ 修 繕 引 当 金 20,000

引 当 金 合 計 37,699

固 定 負 債 合 計 14,896,982

４ 流 動 負 債

(1) 企 業 債
イ 建設改良費等 の財 源に

充 て る た め の 企 業 債 1,228,898

企 業 債 合 計 1,228,898

(2) 未 払 金 114,029

(3) 引 当 金

イ 賞 与 等 引 当 金 3,526

引 当 金 合 計 3,526

(4) そ の 他 流 動 負 債 85,277

流 動 負 債 合 計 1,431,730

５ 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 15,161,150

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計額 2,652,294

繰 延 収 益 合 計 12,508,856

負 債 合 計 28,837,568

６ 資 本 金

(1) 自 己 資 本 金 797,923

資 本 金 合 計 797,923

７ 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 71,333

ロ 国 庫 補 助 金 975,372

ハ 府 補 助 金 0

ニ 市 補 助 金 10,203

ホ そ の 他 資 本 剰 余 金 764,489

資 本 剰 余 金 合 計 1,821,397

(2) 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余金 168,944

利 益 剰 余 金 合 計 168,944

剰 余 金 合 計 1,990,341

資 本 合 計 2,788,264

負 債 資 本 合 計 31,625,832

負 債 の 部

資 本 の 部



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　①たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産

　　　　定額法を採用している。

　　②無形固定資産

　　　　定額法を採用している。

　（３）引当金の計上方法

　　①貸倒引当金

　　　　債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等については回収の可能性を検討

　　　し、回収不能見積額を計上している。

　　②退職給付引当金

      　職員の退職給付費の支給に備えるため、当年度末における退職給付金の要支給

　　　額に相当する金額を簡便法により計上している。

　　　　なお、「職員の退職手当に係る取扱いに関する協定書」に基づき、一般会計及

　　　び水道事業会計が負担すると見込まれる金額を除き、下水道事業会計が負担する

　　　と見込まれる金額を計上している。

　　③賞与等引当金

      　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備え

　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

　　　月から３月までの４か月分）を計上している。

　（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　

重要な会計方針及び財務諸表注記

　　　　　先入先出法による原価法を採用している。



２．リース契約関連の注記

　　リース会計に係る特例措置

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

　　に準じた会計処理によっている。

３．その他の注記

　　修繕引当金に関する経過措置

　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例に

　　より取り崩すこととする。



四條畷市下水道事業会計予算説明資料



区分

整備済区域内人口 57,000 人 57,100 人 △ 100 人

整 備 済 区 域 面 積 643 ha 643 ha 0 ha

年 間 有 収 水 量 5,358,500 ㎥ 5,407,300 ㎥ △ 48,800 ㎥

田 原 処 理 場
年間汚水処理水量

968,000 ㎥ 973,000 ㎥ △ 5,000 ㎥

建 設 改 良 工 事 175,848 千円 167,351 千円 8,497 千円（５）

事

　
 
 
業

　
 
 
量

前 年 度 見 込事 項 当 年 度 予 定

平 成 ２ ６ 年 度 四 條 畷 市 下 水 道 事 業 計 画 概 要

（１）

（２）

（３）

増 減

（４）



金 額 金 額

（千円） （千円）

１ 1,270,646 64.4 １ 1,487,795 78.7

717,700 36.4 38,420 2.0

552,946 28.0 264,000 14.0

２ 701,802 35.6 86,160 4.6

1 0.0 4,512 0.2

256,201 13.0 934 0.0

441,176 22.4 42,371 2.2

4,424 0.2 41,038 2.2

３ 10 0.0 1,002,940 53.1

10 0.0 7,410 0.4

10 0.0

２ 394,993 20.9

372,963 19.7

22,000 1.2

30 0.0

３ 3,715 0.2

301 0.0

3,414 0.2

４ 3,000 0.2

3,000 0.2

1,972,458 100.0 1,889,503 100.0

収 入 支 出

項 目

営 業 収 益

項 目

下 水 道 使 用 料 管 渠 費

流 域 下 水 道
維 持 管 理 費

処 理 場 費営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

特 別 利 益 減 価 償 却 費

長 期 前 受 金 戻 入

受 取 利 息
及 び 配 当 金

過 年 度 損 益 修 正 益

ポ ン プ 場 費

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

収 益 的 収 入 及 び 支 出

予 備 費

比率 比率

（％）（％）

営 業 費 用

そ の 他 の
営 業 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

そ の 他 特 別 損 失

事 業 収 益 事 業 費 用

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税



（単位：円）

２５年度末の ２ ６ 年 度 の ２ ６ 年 度 の ２６年度末の
未償還見込額 借 入 予 定 額 償 還 予 定 額 未償還予定額

資 本 費 平 準 化 債 等 914,000,000 0 0 914,000,000

流 域 下 水 道 事 業 814,167,322 0 45,641,737 768,525,585

公 共 下 水 道 事 業 3,684,572,999 0 308,678,709 3,375,894,290

特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 事 業

56,039,087 0 4,764,157 51,274,930

資 本 費 平 準 化 債 等 499,000,000 500,000,000 0 999,000,000

流 域 下 水 道 事 業 897,927,810 72,000,000 35,865,826 934,061,984

公 共 下 水 道 事 業 3,649,272,586 38,300,000 312,407,766 3,375,164,820

特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 事 業

106,600,371 7,900,000 16,305,537 98,194,834

日本

郵政

公社

公 共 下 水 道 事 業 2,846,264,041 0 144,669,781 2,701,594,260

資 本 費 平 準 化 債 等 1,978,320,000 0 133,760,000 1,844,560,000

流 域 下 水 道 事 業 115,340,000 0 15,780,000 99,560,000

公 共 下 水 道 事 業 929,876,000 0 160,932,000 768,944,000

特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 事 業

181,964,000 0 24,558,000 157,406,000

16,673,344,216 618,200,000 1,203,363,513 16,088,180,703

銀

行

合 計

借 入 先 別 企 業 債 償 還 額 及 び 未 償 還 額

借
入
先

事 業 区 分

財

務

省

地

方

公

共

団

体

金

融

機

構



有 収 水 量 調 定 件 数 下 水 道 使 用 料

（㎥） （件） （円） （円）

４ 380,800 10,110 48,780,000

５ 479,400 10,410 63,740,000

６ 451,200 10,110 59,240,000

７ 465,600 10,410 62,640,000

８ 427,100 10,110 57,090,000

９ 500,900 10,410 68,180,000

１０ 421,600 10,110 54,580,000

１１ 465,000 10,410 63,630,000

１２ 415,500 10,110 56,280,000

１ 494,700 10,410 67,270,000

２ 431,500 10,110 56,670,000

３ 425,200 10,410 59,600,000

計 5,358,500 123,120 717,700,000

136.84

135.45

135.98

131.33

140.17

133.94

132.96

131.29

134.54

133.67

136.11

129.46

44.67

41.10

47.52

42.68

40.85

43.52

46.05

44.63

44.73

42.25

48.12

41.70

１ 件 当 た り
調 定 水 量

（㎥）

下 水 道 使 用 料 算 定 基 礎

月

１㎥当たり単価

37.67 128.10



(単位:千円)

目 節 予定額

1
下 水 道
事業収益

1,972,458

1 営業収益 1,270,646

下 水 道
使 用 料

717,700

下 水 道
使 用 料

717,700 下水道使用料 717,700

そ の 他 の
営 業 収 益

552,946

手 数 料 726 督促手数料 1

責任技術者登録手数料 345

指定工事店登録手数料 380

他 会 計
負 担 金

552,220 雨水処理維持管理負担金 107,174

雨水企業債利息償還金負担
金

191,377

雨水減価償却費負担金 253,669

2
営 業 外
収 益

701,802

受 取 利 息
及び配当金

1

預 金 利 息 1 預金利息 1

他 会 計
補 助 金

256,201

他 会 計
補 助 金

256,201 下水の規制に要する経費 698

水洗便所改善命令等に要す
る経費

819

不明水処理に要する経費 26,188

高度処理に要する経費 3,042

汚水企業債利息償還金補助
金

76,049

汚水減価償却費補助金 149,405

長期前受金
戻 入

441,176

長期前受金
戻 入

441,176 長期前受金戻入 441,176

雑 収 益 4,424

そ の 他
雑 収 益

4,424 寝屋川雁屋幹線利子負担金 3,541

積算システム使用負担金 882

その他営業外雑収益 1

3 特別利益 10

過年度損益
修 正 益

10

過年度損益
修 正 益

10 過年度損益修正益 10

予 算 実 施 計 画 明 細 書

収益的収入及び支出

収　　　　入

款 項 備考



(単位:千円)

目 節 予定額

1
下 水 道
事業費用

1,889,503

1 営業費用 1,487,795

管 渠 費 38,420

給 料 6,732 職員給料（２名分） 6,732

報 酬 1,054 窓口対応業務員 1,054

手 当 3,173 扶養手当 156

地域手当 207

住居手当 20

通勤手当 201

時間外勤務手当 800

期末勤勉手当 1,617

特殊勤務手当 172

賞与引当金
繰 入 額

763 賞与引当金繰入額 763

法定福利費 2,288 共済組合負担金 2,288

法 定 福 利 費
引当金繰入額

151 法定福利費引当金繰入額 151

備 消 品 費 269 施設維持管理用消耗品 269

燃 料 費 63 自動車用燃料 63

光 熱 水 費 88 水道料金 23

電気料金 65

印刷製本費 30 図面等印刷 30

委 託 料 8,035 下水道台帳等作成委託料 500

水質検査業務委託料 16

マンホールポンプ運転管理
委託料

2,526

機器・設備保守点検業務委
託料

104

管渠浚渫・清掃等委託料 4,111

田原処理区浚渫・清掃委託
料

778

手 数 料 10 リサイクル手数料 10

修 繕 費 1,036 マンホールポンプ修繕費 1,016

自動車修繕費 20

動 力 費 2,900 マンホールポンプ電力料金 2,900

材 料 費 2,240 下水道管渠工事用材料 1,950

マンホールポンプ
集中監視用材料

290

支　　　　出

款 項 備考



(単位:千円)

目 節 予定額款 項 備考

請 負 費 9,550 管渠等補修工事費 9,550

保 険 料 27 自動車保険料 27

公 課 費 11 自動車重量税 11

264,000

負 担 金 264,000
流域下水道維持管理等負担
金

264,000

処 理 場 費 86,160

給 料 2,049 職員給料（１名分） 2,049

手 当 455 地域手当 62

通勤手当 78

時間外勤務手当 50

期末勤勉手当 255

特殊勤務手当 10

賞与引当金
繰 入 額

115 賞与引当金繰入額 115

法定福利費 164 協会けんぽ負担金 164

法 定 福 利 費
引当金繰入額

8 法定福利費引当金繰入額 8

備 消 品 費 972 施設維持管理用消耗品 918

事務用消耗品 54

燃 料 費 67 自動車用燃料 41

自家発電機用燃料 26

光 熱 水 費 204 水道料金 120

ガス料金 84

通信運搬費 123 郵便料金 3

電話料金 120

委 託 料 42,142 水質検査業務委託料 600

成分検査業務委託料 754

警備業務委託料 500

機器・設備保守点検業務委
託料

810

消防設備点検委託料 200

運転管理業務委託料 30,426

汚泥処理等委託料 8,830

ゴミ処理委託料 22

修 繕 費 16,750 処理場施設修繕費 16,700

自動車修繕費 50

流域下水道
維持管理費



(単位:千円)

目 節 予定額款 項 備考

動 力 費 18,600 処理場電力料金 18,600

薬 品 費 4,240 次亜塩素酸ナトリウム 690

凝集剤 2,180

ポリ硫酸第２鉄 1,370

材 料 費 150 処理場内補修用材料費 150

負 担 金 12
大阪湾広域廃棄物埋立処分
場整備事業

12

保 険 料 85 自動車保険料 54

建物保険料 31

公 課 費 24 自動車重量税 24

ポンプ場費 4,512

燃 料 費 15 ポンプ場自家発電用燃料 15

光 熱 水 費 67 水道料金 19

電気料金 48

委 託 料 1,722
機器・設備保守点検業務委
託料

194

運転管理業務委託料 1,528

修 繕 費 200 ポンプ場施設修繕費 200

動 力 費 2,508 ポンプ場電力料金 2,508

普及促進費 934

報 酬 94 水洗化調定委員会 94

備 消 品 費 40 水洗化促進用消耗品 40

補 償 費 300
融資あっせん金融機関損失
補償

300

補助交付金 500
生活保護家庭水洗便所改造
資金補助金

500

業 務 費 42,371

備 消 品 費 5 事務用消耗品 5

印刷製本費 50 帳票等印刷 50

通信運搬費 10 郵便料金 10

委 託 料 5
下水道受益者負担金電算処
理委託料

5

賃 借 料 5 会場借上料 5

報 償 費 40
下水道受益者負担金納期前
納付報奨金

40

負 担 金 42,256
下水道使用料徴収事務負担
金

42,256

総 係 費 41,038

給 料 8,437 職員給料（２名分） 8,437



(単位:千円)

目 節 予定額款 項 備考

手 当 4,322 扶養手当 294

地域手当 284

住居手当 324

通勤手当 24

時間外勤務手当 480

管理職手当 720

期末勤勉手当 2,176

特殊勤務手当 20

賞与引当金
繰 入 額

1,027 賞与引当金繰入額 1,027

法定福利費 3,503 共済組合負担金 2,926

協会けんぽ負担金 100

その他法定福利費 477

法 定 福 利 費
引当金繰入額

216 法定福利費引当金繰入額 216

旅 費 198 職員出張旅費 151

職員研修旅費 47

被 服 費 62 作業服及び事務服 62

備 消 品 費 126 事務用消耗品 126

印刷製本費 20 領収書印刷 20

通信運搬費 11 郵便料金 11

委 託 料 264
企業会計システム保守委託
料

264

手 数 料 27 検便手数料 13

車両処分手数料 14

研 修 費 344 職員研修費 344

厚 生 費 154 四條畷市職員桜楓会 27

保健衛生費 127

会費負担金 205 日本下水道協会等負担金 185

大阪府下水道事業促進協議
会

20

負 担 金 16,970 上下水道局長給与等負担金 9,299

庁舎電気代等負担金 292

庁舎事務室使用等負担金 5,356

産業医設置負担金 17

電話使用料負担金 24

行政ネットワーク負担金 729



(単位:千円)

目 節 予定額款 項 備考

ＭＣＡ無線使用負担金 100

指名願受付事務負担金 140

契約事務代行負担金 800

文書管理システム等負担金 193

給与システム負担金 20

保 険 料 145 自動車保険料 47

下水道賠償責任保険料 98

退 職 給 付
引当金繰入額

1,800 退職給付引当金繰入額 1,800

貸倒引当金
繰 入 額

3,207 貸倒引当金繰入額 3,207

減価償却費 1,002,940

有形固定資産
減 価 償 却 費

902,658 建物 25,202

構築物 823,486

機械及び装置 53,436

車両運搬具 136

工具器具及び備品 398

無形固定資産
減 価 償 却 費

100,282 施設利用権 100,282

資産減耗費 7,410

固 定 資 産
除 却 費

7,400 固定資産除却費 7,400

たな卸資産
減 耗 費

10 たな卸資産減耗費 10

そ の 他
営 業 費 用

10

雑 支 出 10 雑支出 10

2
営 業 外
費 用

394,993

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 372,963

企業債利息 371,463 財政融資資金 155,798

地方公共団体金融機構資金 110,904

日本郵政公社資金 55,227

銀行融資資金 49,534

一時借入金
利 息

1,500 一時借入金利息 1,500

消費税及び
地方消費税

22,000

消費税及び
地方消費税

22,000 消費税及び地方消費税 22,000

雑 支 出 30

そ の 他
雑 支 出

30 その他雑支出 30



(単位:千円)

目 節 予定額款 項 備考

3 特別損失 3,715

過年度損益
修 正 損

301

過年度損益
修 正 損

301 過年度下水道使用料修正損 301

そ の 他
特 別 損 失

3,414

賞与等引当金
繰 入 額

2,280 賞与等引当金繰入額 2,280

貸倒引当金
繰 入 額

1,134 貸倒引当金繰入額 1,134

4 予 備 費 3,000

予 備 費 3,000

予 備 費 3,000 予備費 3,000



(単位:千円)

目 節 予定額

1
資 本 的
収 入

662,183

1 企 業 債 618,200

企 業 債 618,200

企 業 債 618,200 公共下水道整備事業債 38,300

流域下水道整備事業債 72,000

特定環境保全公共下水道
整備事業債

7,900

資本費平準化債 500,000

2
分担金及び
負 担 金 27,983

負 担 金 27,983

下水道受益者
負 担 金

2,500 下水道受益者負担金 2,500

下水道事業費
負 担 金

25,483 寝屋川雁屋幹線元金負担金 25,483

3
国 庫
交 付 金

16,000

国庫交付金 16,000

国庫交付金 16,000 社会資本総合整備事業 16,000

資本的収入及び支出

収　　　　入

款 項 備考



(単位:千円)

目 節 予定額

1
資 本 的
支 出

1,380,212

1
建 設
改 良 費

175,848

管渠整備費 95,424

給 料 8,466 職員給料（２名分） 8,466

手 当 7,447 扶養手当 726

地域手当 276

住居手当 324

通勤手当 74

時間外勤務手当 2,575

期末勤勉手当 3,243

特殊勤務手当 229

法定福利費 3,147 共済組合負担金 3,147

賃 金 1,719 臨時職員賃金 1,719

旅 費 60 職員出張旅費 60

備 消 品 費 768 事務用消耗品 768

燃 料 費 82 自動車用燃料 82

印刷製本費 50 図面等印刷 50

通信運搬費 118 郵便料金 10

ＦＡＸ基本料 48

電話料金 60

委 託 料 13,500 実施設計委託料 10,000

一般業務委託料 1,000

管路調査委託料 2,500

手 数 料 10 井戸水検査 10

賃 借 料 2,185 事務用機器賃借料 2,185

修 繕 費 140 事務用機器修繕費 50

自動車修繕費 90

工 事 費 46,200 管渠等布設工事費 46,200

負 担 金 9,435 寝屋川雁屋幹線等負担金 9,435

支　　　　出

款 項 備考



(単位:千円)

目 節 予定額款 項 備考

補 償 費 2,000 移設補償費 1,000

補償金 1,000

保 険 料 74 自動車保険料 74

公 課 費 23 自動車重量税 23

ポ ン プ 場
整 備 費

8,400

ポ ン プ 場
整 備 費

8,400 ポンプ場工事費 8,400

建設負担金 72,024

建設負担金 72,024 流域下水道建設負担金 72,024

2
企 業 債
償 還 金

1,203,364

企 業 債
償 還 金

1,203,364

企 業 債
償 還 金

1,203,364 財政融資資金 359,085

日本郵政公社資金 144,670

地方公共団体金融機構資金 364,579

銀行融資資金 335,030

3 予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

予 備 費 1,000 予備費 1,000


